
 

中野区社会的養育推進計画 

 
令和７年度（２０２５年）▶ 令和１１年度（２０２９年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年（２０２５年）３月 

中野区 

 

 

資料５‐２

02373157
四角形



 
 

目  次 

―――――――――――――――――――――――――――――― 

第１章 社会的養育推進計画の基本的な考え方………………… １   

 １ 策定趣旨等…………………………………………………… １ 

 ２ 中野区の現状と推計………………………………………… ３ 

 

第２章 当事者である子どもの権利擁護の取組………………… ７   

   現状と課題…………………………………………………… ７ 

   方向性………………………………………………………… ７ 

   具体的な取組………………………………………………… ８ 

    １ 子どもへの意見聴取等措置………………………… ８ 

    ２ 意見表明等支援事業………………………………… ８ 

    ３ 児童福祉審議会を活用した子どもの権利救済…… ９ 

   評価指標と目標値…………………………………………… ９ 

 

第３章 妊娠期からトータルな子ども・家庭支援体制の構築 １１  

1   妊娠期からトータルな子ども・家庭相談体制  ……… １１ 

   現状と課題…………………………………………………  １１ 

   方向性………………………………………………………  １２ 

    具体的な取組………………………………………………  １２ 

    （１）子ども・家庭相談体制の整備……………………  １２ 

   （２）ヤングケアラーに対する支援……………………  １４ 

   評価指標と目標値…………………………………………  １５ 

 ２ 子どもの養育を支えるサービス  ………………………  １６ 

   現状と課題…………………………………………………  １６ 

   方向性……………………………………………………… １６ 

   具体的な取組……………………………………………… １７ 

   （１）養育支援サービスの整備………………………… １７ 

   （２）母子生活支援施設の体制整備・活用促進……… １８ 

   評価指標と目標値………………………………………… １８ 

    

第４章 子どもの権利をまもる一時保護の取組……………… ２０ 



 
 

   現状と課題………………………………………………… ２０ 

   方向性……………………………………………………… ２１ 

    具体的な取組……………………………………………… ２１ 

      １ 一時保護の体制整備……………………………… ２１ 

      ２ 一時保護における子どもの権利をまもる取組… ２２ 

   評価指標と目標値………………………………………… ２３ 

 

第５章 子どものパーマネンシー保障の考え方に基づく支援 ２４ 

   現状と課題………………………………………………… ２４ 

   方向性……………………………………………………… ２４ 

    具体的な取組……………………………………………… ２５ 

       １ 児童相談所におけるケースマネジメント体制の構築  ２５ 

        ２ 親子関係再構築に向けた取組…………………… ２６ 

       ３ 特別養子縁組等の推進のための取組…………… ２６ 

 

第６章 里親委託の推進に向けた取組………………………… ２８ 

 １ 里親委託の子ども数、里親登録数の見込み等…………  ２８ 

    （１）里親委託が必要な子ども数の見込み…………… ２８ 

    （２）確保が必要な里親数の見込み……………………  ２９ 

 ２ 里親養育の包括的な支援体制の構築に向けた取組……  ３１ 

   現状と課題…………………………………………………  ３１ 

   方向性………………………………………………………  ３１ 

具体的な取組……………………………………………… ３２ 

     （１）包括的な里親等支援体制の整備………………… ３２ 

 

第７章 社会的養護のもとで育つ子どもの自立支援………… ３３ 

 １ 自立支援を必要とする社会的養護経験者等の実情把握 ３３ 

 現状と課題………………………………………………… ３３ 

   方向性……………………………………………………… ３３ 

   具体的な取組……………………………………………… ３３ 

(１) 自立支援を必要とする社会的養護経験者等の見込み 

及び実情把握………………………………………… ３３ 



 
 

 ２ 社会的養護経験者等の自立に向けた取組……………… ３４ 

   現状と課題………………………………………………… ３４ 

   方向性……………………………………………………… ３５ 

   具体的な取組……………………………………………… ３５ 

   （１）児童自立生活援助事業…………………………… ３５ 

     （２）社会的養護自立支援拠点事業…………………… ３５ 

 （３）社会的養護経験者等への自立に向けた支援体制の整備 ３６ 

   評価指標と目標値………………………………………… ３６ 

 

 第８章 児童相談所の安定的で質の高い支援の実現に向けた取組３７      

   現状と課題………………………………………………… ３７ 

   方向性……………………………………………………… ３７ 

   具体的な取組……………………………………………… ３８ 

    １ 人材育成の更なる充実…………………………… ３８ 

    ２ 「中野区児童相談所運営基本方針」に基づく 

組織運営の推進…………………………………… ３９ 

    ３ より良い支援、より良い住民サービスの実現 

に向けた基盤整備…………………………………… ３９ 

    ４ 成果を発信し、好循環を生み出す……………… ４０ 

   職員配置…………………………………………………… ４０ 

  

 

 第９章 社会的養護を担う施設の環境整備………………… ４２ 

   現状と課題………………………………………………… ４２ 

   方向性・取組……………………………………………… ４２ 

 

  



1 
 

第１章 社会的養育推進計画の基本的な考え方 

１ 策定趣旨等 

（１） 策定趣旨 

社会的養育推進計画は、国通知「都道府県社会的養育推進計画の策定につい

て」（令和６年３月１２日こ支家第１２５号）により、令和６年度末までに、令和７年

度から令和１１年度を期間とする計画の策定が求められており、児童相談所設置

自治体である中野区も策定主体とされています。 

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）（以下「法」という。）に規定する家庭養

育優先の原則（※）を基本とし、子どもの最善の利益を実現していくための取組

を計画的に実施することを策定の目的とするものです。 

※児童福祉法 

第三条の二  国及び地方公共団体は、児童が家庭において心身ともに健や

かに養育されるよう、児童の保護者を支援しなければならない。ただし、児童及

びその保護者の心身の状況、これらの者の置かれている環境その他の状況を勘

案し、児童を家庭において養育することが困難であり又は適当でない場合にあ

っては児童が家庭における養育環境と同様の養育環境において継続的に養育

されるよう、児童を家庭及び当該養育環境において養育することが適当でない

場合にあっては児童ができる限り良好な家庭的環境において養育されるよう、

必要な措置を講じなければならない。 

 

（２） 計画で定める項目 

社会的養育推進計画に定める項目については、国が示す「都道府県社会的養

育推進計画の策定要領」（以下「策定要領」という。）を踏まえたうえで、基礎的自

治体である区が児童相談所を設置していることや、里親委託や児童養護施設へ

の措置等の取組は東京都及び他区児童相談所との広域連携により対応してい

ることを考慮して次のとおりとします。 

   第１章 社会的養育推進計画の基本的な考え方 

   第２章 当事者である子どもの権利擁護の取組 

   第３章 妊娠期からトータルな子ども・家庭支援体制の構築 

   第４章 子どもの権利をまもる一時保護の取組 

   第５章 子どものパーマネンシ―保障の考え方に基づく支援 

   第６章 里親委託の推進に向けた取組 

   第７章 社会的養護のもとで育つ子どもの自立支援 

   第８章 児童相談所の安定的で質の高い支援の実現に向けた取組 

   第９章 社会的養護を担う施設の環境整備 

Ⅰ 
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（３） 策定にあたっての考え方 

区の子ども家庭福祉にかかる事業や児童相談所の取組においては、法及び策 

定要領に示される方向性を踏まえた施策を展開してきています。

 

策定にあたっては、現行の区の基本計画・実施計画、子ども総合計画、児童相

談所の取組内容を踏まえ、社会的養育推進計画の骨格を整理するとともに、関

係部署との連携等により必要な検討を進め内容を調整しました。 

また、東京都を含め広域で対応している事項については、関係自治体と策定

内容について必要な調整を実施しました。 

 

（４） 意見聴取等 

策定にあたっては、児童福祉審議会（子どもの権利擁護部会、里親認定部会）、

里親委託等推進委員会に意見を求めるとともに、子ども・当事者からの意見聴取

を実施しました。 

中野区自治基本条例（平成１７年条例第２０号）に規定する意見交換会、パブリッ

ク・コメント手続きについても実施します。 

 

（５） 運用 

運用にあたっては、各項目の実施状況を毎年度把握、分析し、その内容を児童福

祉審議会へ報告します。また、分析によって明らかになった課題への対応について

は取組の見直し等を検討、実施します。 

 

第
８
章 



3 
 

２ 中野区の現状と推計 

〇 区は、令和４年度に児童相談所を設置し、児童相談所設置自治体と位置付けら

れました。本計画においては、令和３年度以前の区の子ども・家庭相談の傾向も

踏まえつつ、令和４年度以降の統計数値から社会的養育にかかる基礎的な推計

を行っています。 

 

（１） 児童人口 

   児童人口は、本計画と同時期に策定する中野区子ども・子育て支援事業計画

（第３期）における推計を基礎とします。 

 

※令和６年までは実績、令和７年以降は推計 

 

（２） 相談件数 

児童相談所が受け付けた相談件数は増加しています。令和３年度以前の区の

子ども・家庭相談の件数も継続して増加傾向にあったことから、当面、この増加

傾向が続くことを想定します。児童人口に対する相談件数の伸びの傾向が継続

すると推計します。 
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※令和５年度までは実績、令和６年度以降は推計 

 

（３） 代替養育が必要な子どもの数 

代替養育が必要な子ども（里親委託、児童養護施設等へ措置する子ども）の数

は、新規入所等児童数（新たに代替養育の対象となった子どもの数）と、退所等

児童数（家庭復帰や自立等により代替養育の対象外となった子どもの数）を推計

し、その足し引きにより求めます。 

区が児童相談所を設置した以降は、適時適切な一時保護が行われ、子ども・家

庭の状況に応じて代替養育につながっていることから、潜在需要は見込まない

ものとします。 

 

 ① 新規入所等児童数 

令和４年度と比較して令和５年度の新規入所等児童数は、乳児院におけるき

ょうだいケースの措置が影響し増加していますが、令和６年度の現状を踏まえ、

令和５年度数値を補正したうえで、令和６年度以降の数値を推計しました。 

算出方法としては、児童人口に対する新規入所等児童数の割合の平均値を基

礎として、各年度の児童人口推計を反映し求めています。 

  

 ② 退所等児童数 

   前年度末の代替養育が必要な子どもの数に対しての退所等児童数の割合は、

令和４年度、令和５年度ともに高く、平均で３０％を超えています。児童相談所開

設直後の数値であり長期的な分析が必要ではありますが、施設入所中の子ども

に対してのきめ細かい状況把握や進行管理及び、地域の関係機関やサービス利
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用等とのきめ細かい連携により家庭復帰につながっている影響も想定されます。 

算出方法としては、前年度末の代替養育が必要な子どもの数に対しての退所

等児童数の割合について、措置数の多い児童養護施設の平均値を基礎として、

各年度の数値に反映し求めています。 

 

 ③ 代替養育が必要な子どもの数 

   各年度の数値は以下により求めています。 

前年度末における代替養育が必要な子どもの数＋①―② 

 
※令和５年度までは実績、令和６年度以降は推計 

 

（４） 一時保護の状況 

区は、児童相談所開設に合わせて一時保護所を設置しました。定員は１２名

（女児・男児 各５名、幼児２名）です。令和４年度、令和５年度の保護実績は以下

のとおりです。保護件数は、令和３年度以前の東京都における中野地区の子ども

の保護実績の概ね倍の数値となっています。また、区の一時保護所の稼働率は

令和５年度には８０％に到達しました。一時的に定員を超過する場合には、主に

特別区間で広域調整し、他区の一時保護所に保護委託を行っています。また、乳

児については専門性の高い乳児院への一時保護委託を基本とせざるを得ない

現状です。 

個室を中心とする環境整備、意見表明等支援事業の受入、第三者評価の受審、

在籍校への登校支援、個々の子どもの状況に応じた個別支援の実現等、子ども

の権利をまもる取組を推進しており、こうした状況の維持・向上が求められてい

ます。 
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〇一時保護実績 

                              （件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和４年度 令和５年度 

所内一時保護児童 73 81 

一時保護委託児童 55 41 

合計 128 122 
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第２章 当事者である子どもの権利擁護の取組 

◎現状と課題 

〇 令和４年の児童福祉法改正（以下「法改正」という。）により、里親等委託、施設

入所、在宅指導の措置や一時保護の決定時等の子どもの意見聴取等措置の義

務化及び子どもの権利擁護にかかる環境整備が、児童相談所設置自治体の業

務として位置付けられるとともに、子どもの意見表明を支援する仕組みの導入

が努力義務として規定されました。 

 

〇 中野区児童相談所は子ども・家庭への対応にサインズ・オブ・セーフティ・アプ

ローチを組織的に導入しています。「家族が主体的に子どもの安全を守る仕組み

をつくることをあらゆる人と手を携えて支える」ことを相談援助の基本的な考え

としています。児童相談所の一時保護、一時保護解除、里親委託及び施設入所

措置等においては、子どもの意見や意向を勘案し、子どもの最善の利益を考慮

して行うという理念のもと運営しています。法改正を受けて、こうした取組を一

層確実なものとする必要があります。 

 

○ 区は、一時保護や児童養護施設等へ措置された子どもを対象に意見表明を支

援する環境整備を整えるとともに、児童福祉審議会の事務局に子どもの権利擁

護調査員を配置し、児童福祉審議会を活用した子どもの権利救済の仕組みを構

築しました。これらの仕組みを子どもにわかりやすく周知することや、迅速に対

応できる体制を整備することが求められています。 

 

〇 なお、区は子どもの権利擁護について区全体の仕組みの整備等を進めており、

子どもの権利を保障し、子どもにやさしいまちづくりの推進を図るため、令和４

年３月に中野区子どもの権利に関する条例を制定し、同年４月に施行しました。

条例には、子どもの権利の保障の基本理念、区、区民、事業者等の役割、場面ご

とに特に保障されるべき権利や子どもにやさしいまちづくりを推進するための

取組、子どもの権利の相談及び侵害からの救済の仕組み等を定めています。 

 

◎方向性 

〇 子どもの権利擁護にかかる取組については、子どもが権利の主体であること

や仕組みについての子どもへのわかりやすい説明から始まり、子どものしあわ

せにつながるように運用します。 

 

Ⅱ 
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〇 児童相談所が行う制度としてのアドボケイト、独立した立場のアドボケイト（意

見表明等支援事業）、子どもと一緒に生活する身近な大人が行うアドボケイト、

児童福祉審議会の子どもの権利擁護調査員による聴き取りなどの際には、子ど

もが大人との関わりに戸惑わないようにそれぞれの役割などについて丁寧に説

明するとともに、意見聴取後に続く子どもの生活への影響について配慮し、子ど

もの状況に応じて対応することを基本として共有します。 

 

〇 子どもの権利擁護や社会的養護に関する取組を検討するときは、当事者であ

る子どもの意見を聴きます。 

 

◎具体的な取組 

１ 子どもへの意見聴取等措置 

〇 児童相談所は、国の示す「こどもの権利擁護スタートアップマニュアル」を踏ま

え、一時保護、在宅指導、施設入所、里親委託等の開始や解除などの援助方針を

検討する際には、必ず子どもの意見を聴取します。 

 

〇 子どもの意見を聴取する際には、事前にその内容について、絵と言葉を用いた

り、映像視聴や施設見学等を取り入れたりすることにより、子どもにわかりやす

く説明します。 

 

〇 援助方針を決定する際は、子どもの意見を確認したうえで、子どもにとって最

善の方法を検討します。子どもの意見の確認は、児童相談所職員からの代弁、子

ども本人からの動画や手紙等での提出、子どもの会議等の場への出席など、子

どもの意向に添った方法で行います。児童相談所は検討した経過や結果につい

て、子どもにわかりやすく説明します。また、子どもの意見聴取の経過等につい

ては、確実に記録し、援助方針決定時、正確にその内容を確認できるようにしま

す。 

 

２ 意見表明等支援事業 

〇 区は、中野区児童相談所が措置等を行った一時保護中又は里親家庭や児童養

護施設等で生活するすべての子どもを対象として、第三者の独立アドボケイトが

子どもの意見や意向を形成することへの支援や子どもからの意見聴取を訪問等

にて実施する事業（意見表明等支援事業）を行います。子どもの意見に対する対

応は子どもの意向を尊重し、意見の代弁、意見表明の場への同行、意見の保留
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等を取り扱います。 

 

〇 アドボケイトや子どもの意見等に対応した大人は、伝えた意見の取扱いの経過

や結果について子どもにわかりやすく説明します。 

 

〇 意見表明等支援員（アドボケイト）は定期的及び子どもの希望に応じて意見表

明の有無にかかわらず話を聴く機会を持ちます。カードを使ったワークを実施す

るなど、体験的に子どもが権利について触れる機会を設けます。 

 

〇 事業の実施状況を踏まえ、関係者を対象に事業の傾向分析、良い実践の共有、

改善すべき点の提案等を行う定例会を月に１回実施します。 

   また、児童相談所や里親・児童養護施設等の関係者を対象に、子どもの権利

擁護にかかる理解促進・対応力向上を目的とした専門研修を実施します。 

 

３ 児童福祉審議会を活用した子どもの権利救済 

〇 子どもが児童相談所の援助決定や、児童養護施設での生活に関する事柄等に

ついて意見を申し立てたいときは、児童福祉審議会へ直接相談できる仕組みを

運用します。 

 

〇 子どもの相談は、児童福祉審議会事務局に設置する子どもの権利擁護調査員

が子ども本人や関係者に話を聴いて内容を調査します。子どもからの申立てに

ついては、児童福祉審議会子どもの権利擁護部会が内容を審議し、児童相談所

や施設等に対応を求めます。 

 

◎評価指標と目標値 

評価指標 
現状値 

（令和６年度） 
令和１１年度 

目標値 

①社会的養護に関わる関係職員及び子ど

もへの子どもの権利擁護研修等実施回数 
８回 8 回 

②意見表明等支援事業を利用可能な子ど

もの割合 
１００％ １００％ 
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③措置児童等の権利擁護の認知度 

意見表明等支援事業の認知度 
５７．１％ 
３５．０％ 

１００％ 

④社会的養護施策策定の際の意見聴取

への当事者である子どもの委員としての

参加やヒアリング・アンケートの実施 

実施 実施 
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第３章 妊娠期からトータルな子ども・家庭支援体制の構築 

１ 妊娠期からトータルな子ども・家庭相談体制 

◎現状と課題 

〇 国は、子ども家庭総合支援拠点と子育て世代包括支援センターの設立の意義

や機能は維持した上で組織を見直し、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもへ一体

的に相談支援を行う機能を有するこども家庭センターの設置や、子育て支援施

設等において身近に相談することができる相談機関の整備等を市区町村の努

力義務とする児童福祉法の改正を令和４年に行いました。 

 

〇 特に、予期せぬ妊娠やDV、若年妊娠など、妊娠中から出産後の子育てが難し

いことが予想される特定妊婦については、早期からの切れ目のない支援が、虐

待発生予防について重要な役割を果たすことを関係機関で共有することが必要

です。そして、リスクをしっかり把握し、適切に対応していくことが求められます。 

 

〇 区は、令和６年４月に地域に身近な保健・福祉の総合窓口であるすこやか福祉

センターをこども家庭センターとして位置づけました。こども家庭センターの設

置を契機とし、妊産婦、子育て世帯、子どもに対する包括的な支援体制をさらに

強化していく必要があります。 

   加えて、児童館等の地域に身近な施設で子ども・家庭からの相談に応じ、こど

も家庭センターの役割を補完することが期待されています。 

 （※以下、「こども家庭センター」については、単に「すこやか福祉センター」と表記） 

 

〇 区は、さまざまな課題を抱える子ども・若者及び家庭からの相談に対応するた

め、令和３年度に子ども・若者支援センターを新設し、令和４年４月に同センター

に児童相談所を設置しました。子ども・若者支援センターは、虐待の早期対応や

その後の継続した支援の役割を担うとともに、総合相談、若者支援の機能があ

ります。また、要保護児童対策地域協議会の調整機関として、関係機関間の連携

を推進する役割を担っています。 

   さらに、子ども・若者支援センターの建物内に教育センター等を設置し、就学

相談や教育相談と連携した支援を行っています。 

 

〇 すこやか福祉センターと児童相談所を含む子ども・若者支援センターとの連携

により、虐待等に至る前の予防的支援や社会的養護からの家庭復帰などにおけ

る親子関係再構築に向けた支援を効果的に実施することが求められています。 

Ⅲ 
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◎方向性 

〇 安心して妊娠・出産・育児をすることができるよう、すこやか福祉センターを中

心とした、妊娠から子育てにかかる切れ目のない一貫した支援体制の充実を図

ります。 

 

〇 様々な機会を捉え、SOS を発信できない世帯や複合的な課題を抱える世帯等

に必要な支援や地域資源につなげるための支援を、多機関で連携しながら包括

的に提供し、生活課題の解決に向けて取り組みます。 

 

〇 特定妊婦へのフォローについては、妊娠期からトータルケアを担うすこやか福

祉センターを中心とした支援フローを基本にして、特定妊婦の確実な把握と支

援の調整を行います。リスクに応じた児童相談所との情報共有により、虐待のリ

スクが高く、出産後すぐに子どもの保護等が必要となる可能性のあるケースに

対する役割分担を協議し、適時に対応できる体制を整えます。 

 

〇 児童虐待の未然防止、早期発見・早期対応、育児不安の早期解消に向け、子ど

も・若者支援センターやすこやか福祉センターが関係機関や地域と連携を図りな

がら、虐待への地域全体の対応力を強化し、一貫した相談支援体制を構築して

いきます。 

   加えて、中学校区ごとに１館配置する基幹型児童館においても、子ども・家

庭からの相談に応じ地域における支援の枠組みを強化します。 

 

〇 ヤングケアラー等、潜在的な要支援者を早期に発見し、本人やその家族を必要

な相談支援につなぐため、地域のネットワークなどを通じた取組を進めます。 

 

◎具体的な取組 

（１） 子ども・家庭相談体制の整備 

〇 すこやか福祉センターでは、妊娠届から妊産婦支援、子育てや子どもに関する

相談支援を通して、支援を必要とする子ども・妊産婦等に対して必要なサービス

を一緒に組み立てる「サポートプラン」を作成します。 

支援者である職員と対象者が、お互いの信頼関係を十分に構築しながら、共

に作成を進めます。対象者が自身の課題、支援内容を理解し円滑に支援を受け

られるように、また関係機関が情報を共有し、効果的に支援が実施できることを

ねらいとします。 
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〇 子ども・家庭支援の対応力向上に向けた人材育成を行うとともに、すこやか福

祉センターにおいて、統括支援員による職員への相談・指導を充実することで、

より迅速かつきめ細やかな対応につなげます。 

 

〇 相談支援機関は面接や健診など、事業の機会を活用して児童虐待の未然防止

及び早期発見に努め、要保護児童対策地域協議会構成機関等（教育センター、児

童館や学校、トータルケア関連の事業所や地域団体など）の地域におけるさまざ

まな機関と連携・協働することで、切れ目のない適切な支援を実施します。 

 

〇 すこやか福祉センターと子ども・若者支援センターは進行管理会議等（要保護

児童対策地域協議会の調整機関である子ども・若者相談課が主催）により定期

的及び随時に、特定妊婦、要支援・要保護児童の支援状況を共有し、互いの専門

性を生かした支援を連携して実現します。 

 

〇 特に母子の安全確保のためにきめ細かい連携が必要な特定妊婦に関しては、

進行管理会議を通して関係機関連携・役割分担を進め、安全な出産と産後の養

育環境作りに向けた十分なアセスメントに基づく支援を行います。要保護児童等

の対応や、各種サービス（生活保護、入院助産、母子生活支援施設、女性相談、障

害児支援等）の利用等に向けて、適切な情報提供や具体的なサポート等、出産後

の迅速な支援につなげます。 

 

〇 中学校区ごとに１か所配置されている基幹型児童館９か所については、全ての

子育て世帯や子どもが、より身近に相談することのできる地域子育て相談機関

として位置付け、さらにきめ細かく重層的な子ども・家庭支援を展開します。 
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（２） ヤングケアラーに対する支援 

〇 把握することが困難で、問題が潜在化しやすいヤングケアラーへの支援体制を

強化するために、啓発活動に取り組みます。 

 

〇 関係機関や団体等の連携を一層推進し、支援が必要なヤングケアラー・若者ケ

アラーを早期に発見し、切れ目なく適切な支援につなげるため、LINE等のSNS

を活用した相談窓口を開設し、様々なケアラーからの相談に応じる体制を構築

します。 

 

〇 「ヤングケアラー支援に関わる連絡会」を活用し、関係機関・関係団体とともに、

支援対象者の実態やニーズ把握、課題共有や支援策の検討、ネットワークの構築

等を行い実施します。 

 

〇 ヤングケアラーコーディネーターの設置により、ヤングケアラーの早期発見、早

期把握に努め、介護、障害、疾病、失業、生活困窮、ひとり親家庭等といった家庭

の状況に応じ、適切なサービスにつなげます。
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◎評価指標と目標値 

〇子ども・家庭相談体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 
現状値 

（令和５年度） 

令和１１年度 

目標値 

①こども家庭センターの設置数 － ４か所 

②職員が受講した要支援ケース（特定妊

婦含む）の支援に関する研修の数、受講者

数 

６４回 

１０６人 

７６回 

１８９人 

③こども家庭センターにおけるサポート

プランの策定状況 
－ １００％ 

④要保護児童対策地域協議会の専門研

修実施回数、受講者数 

３回 

103 人 

４回 

２００人 

⑤要保護児童対策地域協議会への参加

関係機関数 
３４１ ３５９ 

⑥すこやか福祉センターと子ども・若者支

援センターとの進行管理会議等（定期） 

４か所×４回 

合同 ４回 

４か所×４回 

合同 ４回 

⑦地域子育て相談機関（児童館）の設置数 － ９か所 
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〇ヤングケアラーに対する支援 

 

２ 子どもの養育を支えるサービス 

◎現状と課題 

〇 区では、「中野区子ども総合計画」第4章「子ども・子育て支援事業計画（第2期）

中間の見直しを策定し、計画に基づいて施設の整備やサービスの提供を行って

きましたが、子どもと子育て家庭を取り巻く状況を踏まえ、さらなる子育て家庭

への支援の充実をしていく必要があります。 

 

〇 「子ども・子育て支援アンケート」、「子どもの預かり関連サービスに係るアンケ

ート」等では、預かりサービスを利用した、又は利用したことはないが利用する必

要があったと捉えられる回答のうち、実際に利用できた者が３割程度でした。こ

うしたことから、子育て短期支援事業等において、ニーズを踏まえたサービス利

用枠の充実や手続き方法の改善等が必要です。 

 

〇 ひとり親家庭は、子育てと生計の担い手という二重の役割をひとりで担う必

要があることから、日常生活の様々な面で困難に直面しやすい傾向にあります。

地域の中で安心して子どもとともに生活をおくるための支援が必要です。 

 

◎方向性 

〇 家事・育児等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産婦等に対し、必要

評価指標 
現状値 

（令和５年度） 

令和１１年度 

目標値 

①ヤングケアラーという言葉を「聞いたこ

とがあり、内容も知っている」と回答した

区民の割合 

60.6％ ７０．７％ 

②アウトリーチチームが対応して適切に支

援につなげた割合 
８４．９％ ９１．０％ 

③家族や友人・知人以外で何かあったと

きに相談する相手、相談機関に「区役所等

の公的機関」と回答する区民の割合 

１４．８％ １７．８％ 
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かつ十分な質と量の養育を支えるサービスや相談対応により、家庭や養育環境

を整え、虐待の未然防止、早期対応を進めます。 

 

〇 子育て家庭が必要とするサービスを必要なときに利用することができるよう、

子どもの預かりなど、子育てに関するサービスを充実するとともに、その利用に

つながるよう、様々な方法により情報を提供します。 

 

〇 暮らし、仕事や子育てなど、ひとり親家庭が地域の中で安定的な生活を送るこ

とができるよう、個々の家庭が抱える課題に寄り添いながら、総合的かつ継続

的な支援を実施します。 

 

◎具体的な取組 

（１） 養育支援サービスの整備 

〇 適切な養育支援を実施するため、関係機関との連携強化や支援内容の充実を

図り、養育支援の必要な家庭への子育て世帯訪問支援事業（養育支援ヘルパー

派遣事業）を実施します。 

 

〇 保護者が入院や出張、育児疲れ等で一時的に子どもの養育ができない場合に、

必要なときに希望する場所で子どもを預かることができるよう、子育て短期支

援事業（子どもショートステイ、協力家庭（里親家庭等）等）の多様な実施体制を

整えます。 

 

〇保護者の強い育児疲れ若しくは育児不安又は不適切な養育状態により子どもへ

の虐待のおそれ、リスク等が見られる家庭に対しては、子どもショートステイを活

用し、子どもの養育を行うとともに、生活指導、発達及び行動の観察並びに保護

者への支援を適切に実施する環境を整えます。 

 

〇 要保護・要支援児童及びその保護者が親子間の適切な関係性を築くため、ペア

レント・トレーニング等を予防的観点から地域展開できるよう、児童相談所とす

こやか福祉センターが連携します。 

 

〇 経済的課題を抱える特に支援を必要とする妊産婦に対して、所得の状態に応

じ、助産施設における分娩費用の自己負担額を軽減する入院助産制度がありま

す。助産の実施が必要な妊産婦に対し、助産制度の活用とサービスの円滑な実

施が図られるよう実施体制を整えるとともに、支援者への周知を図ります。 
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（２） 母子生活支援施設の体制整備・活用促進 

〇 解決困難な課題を抱える母子家庭に対し、専用の施設において養育支援や家

庭運営支援、就労支援など、個々の家庭が抱える課題に寄り添いながら、将来の

自立に向けた支援を総合的かつ継続的に行います。 

 

〇 母子家庭が抱える課題が多様化していることから、それぞれの家庭に対して迅

速かつきめ細やかな支援を行うため、専門的な知見や経験を有する職員を配置

し、支援体制を整えます。 

 

〇 母子生活支援施設では、施設支援の強みを生かし、子どもショートステイ事業

や母子一体型ショートステイ事業を展開するとともに、母子及び女性を一時的に

緊急保護する機能も確保します。 

 

◎評価指標と目標値 

〇子育て世帯訪問支援事業 

 

〇子育て短期支援事業（子どもショートステイ事業） 

 

評価指標 
現状値 

（令和５年度） 

令和１１年度 

目標値 

需要見込み 
産前家事育児支援 １８６人回 ２４３人回 

養育支援ヘルパー派遣 ４４６人回 ２，８００人回 

確保方策 
産前家事育児支援 ― ２４３人回 

養育支援ヘルパー派遣 ― ２，９３０人回 

評価指標 
現状値 

（令和５年度） 

令和１１年度 

目標値 

需要見込み ５９６人日 ３，０７５人日 

確保方策 １，４６０人日 ３，７２２人日 
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〇子育て短期支援事業を委託している里親・ファミリーホーム数 

 

 

〇親子関係形成支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 
現状値 

（令和５年度） 

令和１１年度 

目標値 

子育て短期支援事業を委託している 

里親・ファミリーホーム数 
２家庭 ５家庭 

評価指標 
現状値 

（令和６年度） 

令和１１年度 

目標値 

ペアレント・トレーニング等のグループ実

施数 
－ ４０家庭 
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第４章 子どもの権利をまもる一時保護の取組 

◎現状と課題 

〇 一時保護は、子どもの安全を迅速に確保し適切な保護を行い、子どもの心身

の状況、置かれている環境などの状況を把握するために行うものであり、虐待

を受けた子どもや非行の子ども、養護を必要とする子ども等の最善の利益を守

るために行われるものです。しかしながら、子どもの安全確保に重きが置かれ、

子ども一人一人の状態に合わせた個別的な対応が十分できていないことがあ

ることや、ケアに関する自治体間格差、学校への通学ができないことが多い学習

権保障の課題、一時保護期間の長期化などの問題が指摘されています。 

 

〇 平成２８年の児童福祉法改正（以下「法改正」という。）により、「子どもが権利

の主体であることや、家庭養育優先の理念とともに、一時保護の目的が、子ども

の安全を迅速に確保し適切な保護を図るため、又は子どもの心身の状況、その

置かれている環境その他の状況を把握するためであることの明確化」や「理念を

具体化するため、一時保護の見直しの必要性が提示」されたところです。 

 

〇 さらに令和４年の法改正により、一時保護される子どもの状況に応じた個別ケ

アや子どもの権利擁護等を推進し、一時保護の質が担保されるよう、一時保護

施設の設備及び運営について、条例で基準を定めることとされました。 

 

〇 令和５年度の区の一時保護件数は122件でした。これは、令和３年度以前の東

京都における中野地区の子どもの保護実績の概ね倍の数値となっており、適

時・適切に一時保護が行われています。 

区は、令和4年度の児童相談所開設に合わせて一時保護所を設置しました。定

員は１２名（女児・男児 各５名、幼児２名）です。令和５年度の区の一時保護所の

稼働率は８０％に到達しました。一時的に定員を超過する場合には、主に特別区

間で広域調整し、他区の一時保護所に保護委託を行っています。 

 

〇 区の一時保護所は開設当初から、個室を中心とする環境整備、意見表明等支

援事業の受入、第三者評価の受審、在籍校への登校支援、個々の子どもの状況

に応じた個別支援の実現等の取組を推進しています。一時保護は子どもの最善

の利益をまもるため、子どもを一時的にその養育環境から離すものですが、そう

した中でも、できるだけ家庭的な環境の中で子どもの権利がまもられ、安全・安

心な環境で適切なケアが提供されることが重要であり、法改正や基準の制定を

踏まえて、これまでの区の取組の維持・向上を図ることが必要です。また、一時

Ⅳ 
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保護を里親家庭や施設等へ委託して実施する場合にも、できる限り同様の対応

ができるよう配慮が必要です。 

 

◎方向性 

〇 子どもから保護の求めがあった時には迅速に子どもの思いを受け止め、状況

を把握し必要な対応を行います。 

 

〇 区の一時保護所については、開設以来実現している個室を中心とする環境整

備、意見表明等支援事業の導入、在籍校への登校支援、個々の子どもの状況に

応じた個別支援等を確実に実施し、こうした子どもの権利擁護に基づく一時保

護の維持と質の向上が行える体制を整えます。 

 

〇 一時保護を里親家庭や施設等へ委託して実施する場合にも、できる限り同様

の対応ができるよう配慮します。 

 

○ 国による一時保護施設設備運営基準の制定や一時保護ガイドラインの改定を 

踏まえ、区において条例を制定し、子どもの権利に配慮した適時・適切な一時保 

護を行います。 

 

◎具体的な取組 

１ 一時保護の体制整備 

〇 区の一時保護所においては、定員（12名）を維持し、個室を中心とした居室配

置によるプライバシーの配慮や、設計・設備・備品仕様等の物理的な空間づくり

の工夫及び、生活・学び・休息・娯楽等の子どもにとって必要な物品の配備や、小

規模で個々の状況を踏まえた運用を進め、できるだけ家庭的な環境を整えます。

また、区としての一時保護施設の設備及び運営に関する基準を条例として定め

ます。 

 

〇 乳児については専門性の高い乳児院への一時保護委託を基本とせざるを得な

い現状です。しかしながら、とりわけ乳児については、愛着形成において重要な

時期であることから、里親家庭への一時保護委託について、登録里親の拡充に

合わせて体制を整備します。 

 

〇 より個別的な支援を要する場合や一時的に区の一時保護所の定員が超過する
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場合などには、里親家庭や施設等への一時保護を実施します。こうした場合にも、

子どもの権利をまもる取組が行われるよう配慮します。 

 

〇 一時保護の目的を達成し、適切な支援が行われるよう、研修など職員の専門

性の向上と意識共有や、関係機関との連携などの体制や環境の整備を行います。

また、特別区職員研修所主催の研修へ参加し、特別区間の連携も強化します。さ

らに、一人ひとりの子どもの状況に応じて安全確保やアセスメントなどを適切に

行うことのできる体制や環境を整えます。 

 

２ 一時保護における子どもの権利をまもる取組 

〇 子どもの権利及び制限される内容並びに権利が侵害された時の解決方法に関

して、子どもの年齢や理解に応じて説明を行うほか、一時保護された子どもの

権利擁護の観点から、児童福祉審議会による子どもの権利救済の仕組みの活用

や意見表明等支援事業の受入を行い、第三者の関与により子どもの意見が適切

に表明されるよう配慮するとともに意見を尊重します。 

 

〇 区の一時保護所は３年ごとに第三者評価を受審し、その結果を踏まえ、一時保

護された子どもの立場に立った保護や質の高い支援を行います。 

 

〇 一時保護にあたっては、可能な限り子どもに安心できる環境を提供するとい

う観点から、心理的に大切な物については子どもが所持できるよう配慮すると

ともに、日用品、着替え等の個人として所有できる生活に必要なものを初日に

支給・貸与できるようにします。また、子どもの入所時の不安を解消するための

インテーク動画による説明に加えて、子ども権利教育などにもつながる「生活ガ

イド」も使用し、一時保護所での生活をイメージしやすくします。 

 

〇 一時保護所がより良くなるための方法や考え方を子どもと大人が話し合う場

として、「いちほ会議」を実施します。「いちほ会議」で話し合ったことや決めたこ

とは居室フロアの共有スペースに掲示し周知します。定期的に開催することで、

前に決まったことを見直しでき、新規入所した子どもの意見を反映させること

を可能とします。 

 

〇 希望する子どもは在籍校へ登校することができるよう環境を整えることを基

本とします。登校にあたっては、子どもの心身の状況や家族の動向、受け入れ先

の環境調査等を行い、子どもの通学支援や個別支援を担う生活支援員を配置し

ます。また、登校を行わない子どもの学習保障のため、在籍校との連携をきめ細
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かく実施し、一時保護所内の学習支援の充実に努めます。  

 

〇 区の一時保護所に配置する心理療法担当職員を中心として、子どもの大人と

の関わりの状況や必要な関わり方について、子どもとともに確認し、一時保護中

の子どもの支援に生かします。 

 

◎評価指標と目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 
現状値 

（令和５年度） 

令和１１年度 

目標値 

① 一時保護所の定員数 １２名 １２名 

② 一時保護所の平均入所率     ８０％ ８５％以下 

③ 一時保護所職員に対する研修の実施

回数 
    １８回 １８回以上 

④ 意見表明等支援事業受入 週１回以上 週１回以上 

⑤ 一時保護所は思いを伝えやすい場所

だったと感じる子どもの割合（退所時

アンケート） 

７４％ １００％ 
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第５章 子どものパーマネンシー保障の考え方に基づく支援 

◎現状と課題 

〇 区は、子どもが家庭において心身ともにすこやかに養育されるよう、妊娠期か 

らトータルな子ども・家庭支援体制（第３章参照）のもと支援を進めています。 

 

〇 家庭において子どもを養育することが何らかの事情により困難であったり、適 

当でない場合においても、子どもが家庭と同様の環境又はできる限り良好な家

庭的な環境で養育されるとともに、子どもの生活環境の永続性（パーマネンシー）

を保障する取組が求められています。 

 

〇 児童相談所は、令和５年度末現在７９名の子どもについて、乳児院、児童養護

施設、里親家庭への措置等を行っています。子どもを担当する児童福祉司や児

童心理司がきめ細かく施設等へ訪問し、状況を把握するとともに、組織として定

期的にそうした状況を確認する進行管理を行っていますが、子どもの生活環境

の永続性（パーマネンシー）を保障する観点を踏まえた取組の強化が必要です。 

 

◎方向性 

〇 区は、妊娠期からトータルな子ども・家庭相談体制のもと、子どもの養育を支

えるサービス等を展開することにより、家庭養育を推進しており、この取組を今

後も継続していきます。（第３章参照）また、一体的な仕組みを生かし、特定妊婦

等の把握や必要に応じた特別養子縁組等の取組との連携を図ります。 

 

〇 中野区児童相談所は、子ども、家庭への対応にサインズ・オブ・セーフティ・アプ

ローチを組織的に導入しています。「家族が主体的に子どもの安全を守る仕組み

をつくることをあらゆる人と手を携えて支える」ことを相談援助の基本的な考え

としており、子どもの生活環境の永続性（パーマネンシー）保障の観点から家庭

における養育を尊重するため、今後も継続していきます。 

 

〇 家庭での養育が難しい場合には、子どもの生活環境の永続性（パーマネンシー）

の保障を十分に配慮し、子どもの意向や状況を踏まえ社会的養育を検討します。

また、そうした検討を組織的にサポートする体制の構築を進めます。 

  

〇 家庭が本来持っている力を発揮できるようにサポートすることを相談援助の

基本としながら、親子関係再構築等に向けたプログラム等についても関係機関

Ⅴ 
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との連携のもと進めていきます。 

 

○ 家庭と同様の環境での養育や子どもの生活環境の永続性（パーマネンシー）を

保障するために、養育家庭及び特別養子縁組の取組を進めます。 

 

◎具体的な取組 

１ 児童相談所におけるケースマネジメント体制の構築 

〇 中野区児童相談所では、ケースワークにサインズ・オブ・セーフティ・アプローチ

を導入しています。まずは、子どもに何が起きたか、その状況が続くと子どもに

どんなことがあるかを子ども、家庭主体で整理した上で、家族が目指す方向性

について話し合うことを前提としています。子ども自身の希望を確認し、常に子

どもの思い、願いを支援の中心において、家族とともに子どもの希望に応える

ために何が必要かを考えていきます。児童相談所が一方的、指導的に動くので

はなく、子どもの願いや希望を受け止め、家族自身が、子どもの安全をまもるた

めに必要なことについて考え、その方向に家族自身が主体的に動いていけるよ

うな支援を行います。また、そのためにあらゆる人と連携を図ります。 

 

〇 家庭での養育が難しい場合には、子どもの生活環境の永続性（パーマネンシー）

の保障に十分配慮し、特別養子縁組も含め、できる限り具体的な情報を伝えた

うえで子どもの意向や状況を踏まえ社会的養護を検討します。 

 

〇 社会的養護のもとに生活する場合においても、児童相談所の担当者は子ども

や保護者に定期的に会い、話を聴き、子どもの意向を踏まえたうえで、施設や里

親家庭等と連携し、子どもの生活にかかる事柄を一緒に考え、見通しを共有す

るようにします。担当者が変わる場合には丁寧に引継ぎを行い、子どもへの負

担に配慮します。 

 

〇 児童相談所は組織的にそうした見通しなどを定期的（月１回程度）に確認しま

す。また、確認された見通し等に基づいた取組の実現を子どもの生活環境の永

続性（パーマネンシー）保障の視点から継続的にマネジメントし、担当の児童福祉

司や児童心理司をバックアップしていく組織的な体制を確保します。 

 

〇 加えて、子どもの状況に応じた施設の選択や、施設入所中の子ども、家庭、施

設との密なコミュニケーション、家庭復帰、自立支援等をサポートするため、施設

連携強化専門員を配置します。 
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〇 子どもが自身の出自を知る権利を踏まえ、子どもの生い立ちの整理について

も、子どもの将来につながる重要事項ととらえ、子どもの希望を踏まえたうえで、

施設や里親家庭等と連携し実施を進めます。 

 

２ 親子関係再構築に向けた取組 

〇 １のケースマネジメント体制を基本としながら、特に、親子関係再構築に向けた

取組を強化します。親子関係再構築は、子ども、家庭、親族、地域の関係機関等

に対して総合的な調整を行います。また、担当者だけでは、子どもや家庭への関

わりから、客観的にケースを捉えられない場面等もあります。そのため、担当者

だけでケースワークを行うのではなく、担当者をバックアップする体制を整え、

家族交流、家庭復帰の検討等の家族関係支援をチームで行います。 

 

〇 取組にあたっては、親子関係の維持や再構築へのステップを整理し、子ども、

家庭の目指す方向へ家族間調整を図っていきます。将来的な家庭引き取り、児

童相談所の措置中に家庭引き取りとならない子どもにとっても、児童相談所の

措置終了時だけをゴールと捉えず、将来的に子どもと家庭の関係がうまくいく

ように取り組んでいきます。 

 

〇 親子関係再構築等に向けた以下に掲げるプログラム等の実施ができるよう、

関係機関と連携の上、研修受講等により必要なライセンス取得等専門体制を確

保します。 

＊TF-CBT（トラウマ焦点化認知行動療法）、PCIT（親子相互交流療法）、遊戯

療法（プレイセラピー）、認知行動療法（物事の捉え方・考え方を振り返って変え

ていくことで気持ちや行動を変えていくもの）、箱庭療法・アートセラピー等 

＊ＣＡＲＥ、ペアレントトレーニング、グループ活動等（これらの一部は、予防的

観点から地域展開できるよう、児童相談所とすこやか福祉センターが連携しま

す。） 

 

３ 特別養子縁組等の推進のための取組 

○ 妊娠期からトータルな子ども・家庭支援体制のもと、すこやか福祉センターと

児童相談所を含む子ども・若者支援センターは、進行管理会議等により定期的

及び随時に、特定妊婦、要支援・要保護児童の支援状況を共有しています。こう

した体制を生かし、妊娠中から出生後の支援について調整を行い、産後、家庭で

の養育で、子どもの安全等が守られない場合は、一時保護を実施します。また、



27 
 

保護者の意向や状況を考慮し、里親委託や特別養子縁組について、早い段階で

検討し、実施します。 

 

〇 子どもの最善の利益を考慮し、保護者が特別養子縁組について同意している

場合は、積極的に特別養子縁組を進めていけるよう、ケースの進行管理時に、担

当児童福祉司だけでなく、里親養育支援児童福祉司、組織全体でケースについ

て検討を行っていきます。また特別養子縁組については、養親となる者の負担

を軽減し、手続きが迅速に進むよう、児童相談所長による特別養子適格の確認

の審判の申立て等の活用も積極的に検討を行います。 

 

〇 区外や民間あっせん機関を含めた、養子縁組の進め方として、区内で対象の子

どもの適格な養子縁組里親が見つからない場合は、子どもの利益を尊重し、早

い段階での区外の養子縁組里親への委託を進めます。その際は他自治体の児童

相談所と連携し、スムーズにマッチングや委託が進むように対応を進めます。ま

た、保護者との話し合いの中で、民間あっせん機関での養子縁組を進めることと

なった場合は、保護者とのやりとりを行い、必要に応じて、民間あっせん機関と

調整を図りながら、養子縁組が適切にスムーズに進むよう支援します。 

 

〇 区内里親への特別養子縁組成立後は、各関係機関と連携を行いながら、子ど

もの生活が安定しているか、里親は過度な負担感なく養育を行っているかを確

認していきます。必要に応じて、関係機関を交えた会議等を行い、児童相談所の

関わり終了に向けた支援体制の構築を行います。また、児童相談所の関わり終

了後も、区内の関係機関が支援を行えるよう養子縁組後の生活が子どもにとっ

ても、里親などにとっても安心できる状況が続くように見守っていける環境を

作ります。 

   他自治体での養子縁組成立の場合は、スムーズに管轄の児童相談所に引継ぎ

ができるよう、手続きの進捗に合わせて、その後の支援体制の構築が円滑にい

くようにケースを進めていきます。 

 

○ 子どもの特別養子縁組を進めていくためには、養子縁組里親の登録数を増や

していく必要があります。里親支援包括支援事業において、幅広い世代に里親

制度への興味を持ってもらう機会を設けるなど、里親啓発を推進します。 

 

 

 

 

 



28 
 

第６章 里親委託の推進に向けた取組 

１ 里親委託の子ども数、里親登録数の見込み等 

（１） 里親委託が必要な子ども数の見込み 

〇 現状の里親委託率                                     

                                                        

 令和4年度 令和５年度 

３歳未満 ３歳以上

就学前 

学齢期 

以降 

合計 ３歳未満 ３歳以上

就学前 

学齢期    

以降 

合計 

代替養育必要児童 8 ８ ５４ ７０ １７ ６ 56 79 

施設措置児童 6 ８ ４４ ５８ １４ ５ 46 65 

里親委託児童 2 ０ １０ １２ ３ １ 10 14 

里親委託率（％） ２５％ ０％ １８．５％ １７．１% １７．６% １６．７% 17．８% 17．７% 

 

里親委託率（代替養育を必要とする子どもの数に対する里親へ委託した子ど

もの数の割合）は、各年代別の国の目標（乳幼児７５％、学齢期以降５０％）を下

回っています。 

里親委託推進のためには、里親登録の拡充、里親養育の包括的な支援体制の

構築、里親委託推進の進行管理が総合的に行われることが必要です。 

 

〇 里親委託推進の考え方と目標（里親委託率） 

代替養育が必要な子どもについては、子どものパーマネンシー保障の考え方

に基づく支援（第5章参照）や進行管理を基本とします。その上で、里親委託につ

いては、保護者や子どもの意向を確認しながら、以下の考えで委託検討を進め、

目標の達成を目指します。 

・３歳未満の子どもに関しては、安定した特定の愛着関係を築くことが特に重

要な時期であることから、里親委託を優先して検討します。令和１１年度には３

歳未満の里親委託率を８０％とすることを目標とします。 

・３歳以上就学前、学齢期以降の子どもに関しても、子どもや保護者の状況に

応じて、措置開始の段階から里親委託を進めるとともに、施設入所後におい

ても、状況把握をきめ細かく継続的に行う中で、里親委託が適当と考えられる

場合には措置変更を検討します。令和１１年度には、３歳以上就学前の里親委

託率を５０％、学齢期以降の里親委託率を２４％とすることを目標とします。 

Ⅵ 

（人） 
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 令和６年度 令和７年度 

３歳未満 ３歳以上

就学前 

学齢期 

以降 

合計 ３歳未満 ３歳以上

就学前 

学齢期 

以降 

合計 

代替養育必要児童 ９ ９ ６２ ８０ ９ ９ ６３ ８１ 

施設措置児童 ６ ７ ５０ ６３ ６ ７ ５０ ６３ 

里親委託児童 ３ ２ １２ １７ ３ ２ 1３ 1８ 

里親委託率（％） ３３．３％ ２２．２％ １９．4％ ２１．３％ ３３．３％ ２２．２％ ２０．６％ ２２．２％ 

 

 令和８年度 令和９年度 

３歳未満 ３歳以上

就学前 

学齢期 

以降 

合計 ３歳未満 ３歳以上

就学前 

学齢期 

以降 

合計 

代替養育必要児童 ９ ９ ６４ ８２ ９ ９ 6５ ８３ 

施設措置児童 ５ ６ ５０ ６１ ４ ６ ５０ ６０ 

里親委託児童 ４ ３ １４ ２１ ５ ３ 1５ ２３ 

里親委託率（％） ４４．４％ ３３．３％ ２1.9％ ２５．６％ ５5.6％ ３３．３％ ２３．1% ２７．７％ 

 

 令和１０年度 令和１１年度 

３歳未満 ３歳以上

就学前 

学齢期 

以降 

合計 ３歳未満 ３歳以上

就学前 

学齢期 

以降 

合計 

代替養育必要児童 １０ １０ ６４ 8４ １０ 10 ６５ 8５ 

施設措置児童 ３ ６ 49 5８ ２ ５ ４９ 5６ 

里親委託児童 ７ ４ 1５ 2６ ８ ５ 16 2９ 

里親委託率（％） ７０．0% ４０．0% 2３．４% ３１．０% 80．0% ５0．0% 2４．６% ３４．１% 

 

（２） 確保が必要な里親数の見込み 

〇 里親登録数・登録率・稼働率の現状 

 令和４年度 令和５年度 

里親登録数 ２７ ２９ 

新規登録数 ５ ３ 

（人） 

（家庭） 
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里親の新規登録は一定数継続しており、里親登録数は少しずつ増えています。 

里親登録率（代替養育を必要とする子ども数に対する里親登録数の割合）は

微減していますが、稼働率（里親に委託した子ども数に対する里親登録数の割合）

は緩やかですが増加しています。里親委託推進のためには里親登録数を増やす

とともに、里親稼働率を維持、向上させる必要があります。 

 

〇 目標（里親数・里親登録率・里親稼働率） 

   里親の新規登録を着実に継続し、里親登録数を増加させます。また、里親養育

の包括的な支援体制の構築、里親委託推進の進行管理等により、子どものアセ

スメントを踏まえた里親家庭との適切なマッチングを進めていきます。そして、

里親家庭の養育状況を確認しながら必要な再アセスメントを実施するなどの継

続支援等を総合的に実施する中で、里親委託を推進し、里親稼働率を維持、向

上させます。 

 

里親登録数 

 

【養育家庭里親】 

 

【養子縁組里親】 

 

里親登録率・稼働率  
 令和 6 年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

登録率 42．5％ 46．9％ ５１．２％ ５５．４％ ５９．５％ ６３．５％ 

稼働率 ５０．０％ ４７．４％ ５０．０％ ５０．０％ ５２．０％ ５３．７％ 

 

 

里親登録率 ３８．６％ 36．7％ 

里親稼働率 ４４．４％ 48．3％ 

 令和 6 年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

登録里親数 ２５ ２７ ２９ ３１ ３３ ３５ 

新規登録数 ２ ２ ２ ２ ２ ２ 

 令和 6 年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

登録里親数 ９ １１ １３ １５ １７ １９ 

新規登録数 ３ ３ ３ ３ ３ ３ 

（家庭） 

（家庭） 
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２ 里親養育の包括的な支援体制の構築に向けた取組 

◎現状と課題 

〇 国は児童福祉法に規定する家庭養育優先の原則のもと、里親委託の拡充を目

的として、里親制度の普及啓発・リクルート、里親委託推進、研修・トレーニング、

里親養育支援、委託児童の自立支援等事業について民間事業者等の活用により

一貫して対応する体制の構築を推進しています。 

 

〇 区は、国が示す事業の一部を社会福祉法人や里親当事者が組織する団体へ委

託して実施してきましたが、さらなる里親の開拓、里親の養育力の向上及び里親

委託推進を図るため、事業を包括した里親養育包括支援（フォスタリング）事業

の実施を進めていく必要があります。 

 

〇 基礎的自治体が設置する児童相談所であることから、里親家庭の地域生活を

支える区の各部署や学校、保育園等と連携がとりやすい環境があります。児童

相談所、里親養育包括支援（フォスタリング）事業実施機関、施設等の里親支援

専門相談員とともにこうした関係機関との連携を密にしながら里親の養育を支

える必要があります。 

 

◎方向性 

〇 里親養育包括支援（フォスタリング）事業の実施により、子どもを含めた地域へ

の里親制度の普及・理解の促進、里親登録の拡充、里親の養育スキルの向上、里

親子マッチングの質の向上、里親委託の継続・拡充、里子自立支援・アフターフォ

ローの充実等をすすめます。また、これらの取組の実施状況を踏まえて里親支援

センターの設置について検討します。 

 

〇 児童相談所は、ケースのアセスメント・進行管理、里親子マッチング・特別養子

縁組の推進、里子担当児童福祉司のスキルアップ等をサポートする組織体制を

整備します。 

 

〇 児童相談所、里親養育包括支援（フォスタリング）事業実施機関、施設等の里親

支援専門相談員とともに、里親家庭の地域生活を支える区の関連部署や関係機

関等との連携を進めます。 

 

〇 里親支援にかかる事柄については、里親当事者や里親家庭で暮らす子どもの
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意見、意向を踏まえ検討することを基本とします。 

 

◎具体的な取組 

（１） 包括的な里親等支援体制の整備 

〇 里親養育包括支援（フォスタリング）事業を民間事業者等への委託により実施

します。実施に当たっては民間事業者の専門性を生かすとともに、里親当事者と

の連携を踏まえたよりきめ細かく実践的な研修実施や相談支援を求めます。加

えて、子どもを含めた地域への里親制度の普及啓発、研修等の段階から子ども

を中心とした家庭養育優先やパーマネンシー保障の視点への理解を求めます。 

 

〇 児童相談所は、里親養育支援児童福祉司、里親委託推進員を配置し、それらを

中心として子どものパーマネンシー保障の考え方に基づく支援（第5章参照）や

進行管理を踏まえ、里親委託を推進する組織体制を構築します。 

 

〇 里親当事者、施設の里親支援専門相談員、里親養育包括支援（フォスタリング）

事業実施機関、民生委員、児童委員、すこやか福祉センター（こども家庭センタ

ー）、児童相談所、学識経験者で構成される里親委託等推進委員会を設置し、里

親家庭の地域支援や委託推進等について検討し、実践に生かします。 
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第７章 社会的養護のもとで育つ子どもの自立支援 

１ 自立支援を必要とする社会的養護経験者等の実情把握 

◎現状と課題 

〇 令和４年の児童福祉法改正（以下「法改正」という。）では、社会的養護経験者

等（社会的養護経験者や被虐待経験がありながらもこれまで公的支援につなが

らなかった者等をいう）に対する自立支援の強化に向け、社会的養護経験者等

の実情把握や支援が都道府県等の業務として位置付けられました。 

 

〇 国の「社会的養護経験者への支援ガイドライン」等を踏まえて、社会的養護経験

者等の実情について把握していく必要があります。 

 

〇 実情把握を行うことで、社会的養護経験者等のニーズに対して適切な支援が

実施されているかを情報収集し、その上で社会的養護経験者等への適切な制度、

支援について確認していく必要があります。 

 

◎方向性 

〇 社会的養護経験者等の支援ニーズ等を把握するための実情調査及びヒアリン

グを、当事者や当事者が入所等していた施設等の協力を得て実施します。 

 

〇 社会的養護自立支援拠点事業の実施により、社会的養護経験者等の実情や支

援ニーズ等を把握し、施策に反映していきます。 

 

〇 中野区子ども・若者支援地域協議会等を活用し、関係機関同士の情報収集や

現状・課題等について共有します。 

 

◎具体的な取組 

（１） 自立支援を必要とする社会的養護経験者等の見込み及び実情把握 

〇 国及び東京都において実施する実情調査等の報告を丁寧に読み取り、施策に

反映させていきます。 

 

Ⅶ 
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〇 社会的養護自立支援拠点事業の実施により、利用者等の実情把握や個別ケー

スへの対応等、情報や支援技術の蓄積を行い、支援に生かしていきます。 

 

〇 中野区子ども・若者支援地域協議会の構成機関や里親支援機関に対してのヒ

アリングや個別ケース検討会議等の実施により、社会的養護経験者等の見込み

や実情把握を行います。 

 

２ 社会的養護経験者等の自立に向けた取組 

◎現状と課題 

〇 法改正により、社会的養護経験者等に対し必要な援助を行うことが都道府県

等の業務として位置付けられるとともに、児童自立生活援助事業について、年

齢要件等の弾力化が行われたほか、社会的養護経験者等が相互の交流を行う場

所を開設し、必要な情報の提供、相談及び助言並びに関係機関との連絡調整等

を行う社会的養護自立支援拠点事業が創設されました。 

 

〇 また、里親等へ委託されていた児童等又は児童養護施設等に入所していた児

童等が、児童自立生活援助事業を活用し、自立援助ホームのほか、里親等や児童

養護施設等により自立支援を受けられるよう、事業の実施について要件の弾力

化が行われています。 

 

〇 年齢ではなく、児童等の置かれている状況や児童等の意見・意向、関係機関と

の調整も踏まえた上で、都道府県等が必要と判断する時点まで支援を受けるこ

とができるよう、一律の年齢要件の弾力化についても規定されました。 

 

〇 区では、令和６年に事業委託により社会的養護自立支援拠点事業を開始し、社

会的養護経験者等へのサポートを進めています。こうした取組により当事者の

意向を把握しながら、より実情に即したサポートを展開することが求められてい

ます。 

 

 
現状 

（令和６年度） 
令和１１年度 

自立支援を必要とする社会的養護

経験者等数 
１２０人 １２０人 
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◎方向性 

〇 里親等への委託又は児童養護施設等への入所措置が解除された児童等に対し、

共同生活を営む住居等において、相談その他の日常生活上の援助等を行うこと

により社会的自立の促進につながるような児童自立生活援助事業を実施でき

るよう体制を整えます。 

 

〇 社会的養護経験者等への支援として、支援計画の作成、生活補助支援、学び・

交流等の業務を委託により実施します。前述に加えて、自立支度費や医療費の

助成、居住支援や医療連携支援等、社会的養護自立支援拠点事業を実施します。 

 

〇 自立に向けた支援は早い段階から子どもの意向を確認し、計画的に実施しま

す。 

 

◎具体的な取組 

（１） 児童自立生活援助事業 

〇 児童相談所は、児童等の状況や意向に応じて、必要な場所で必要な期間、児童

自立生活援助事業による支援が受けられるよう関係機関等と調整します。 

 

〇 区内の児童養護施設、母子生活支援施設、里親等に対し、児童自立生活援助事

業を実施するための手続きや申請等の支援を行うとともに、事業の運営にあた

って、利用者が自立した日常生活及び社会生活を営むことができる適切な援助

がなされるよう助言・指導します。 

 

（２） 社会的養護自立支援拠点事業 

〇 社会的養護経験者等への必要な情報提供・相談支援、相互交流の場所の設置

等により、社会的養護経験者等の孤立を防ぎ、必要な支援に適切に繋ぐことが

できるよう社会的養護自立支援事業を委託により実施します。 

 

〇 社会的養護自立支援事業において、支援コーディネーターや生活相談支援員、

就労相談支援員を配置し、必要に応じた適切な支援を実施します。 

 

〇 措置解除後も就業や就職しながら安定した生活を送ることができるよう、 

就学や就職、引越し等に自立の支度のために必要な費用を措置解除時に助成し
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ます。 

 

〇 措置解除後の安定的な住まいを確保するため居住費助成や居住支援法人との

連携支援を実施します。 

 

〇 措置解除後も精神的に安定した生活を送ることができるよう、医療費助成や

医療機関との連携支援を実施します。 

 

（３） 社会的養護経験者等への自立に向けた支援体制の整備 

〇 中野区子ども・若者支援地域協議会を活用し、社会的養護経験者に関する研修

や個別ケース検討会議等の実施により、社会的養護経験者等に対して関係機関

が連携して支援できる体制を整備します。 

 

〇 社会的養護経験者等の実情把握や実施事業の振り返り等により、体制の見直

し等、事業へ反映をしていきます。 

 

◎評価指標と目標値 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 
現状値 

（令和６年度） 

令和１１年度 

目標値 

①社会的養護自立支援拠点事業の整備

箇所数 
１か所 １か所 

②社会的養護経験者を支援する関係機関

の連携体制の整備 
有 有 
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第８章 児童相談所の安定的で質の高い支援の実現に向けた取組 

◎現状と課題 

〇 区は、児童相談所の開設に向けて、専門職の採用や人事異動により、児童福祉

司、児童心理司、一時保護所の支援員等の専門人材を確保し、他自治体の児童

相談所への職員派遣や人材育成を計画的に行ってきました。令和４年度の児童

相談所開設当初から、法定基準に沿った人員配置を実現するとともに、相談件

数等に応じた増員も確実に実施しており、今後も必要な人員確保を行っていく

必要があります。 

 

〇 組織運営をサポートする体制として以下の取組を進めており、法改正や運営状

況に応じてこうした取組の維持、向上を図る必要があります。 

・医師会・歯科医師会や大学病院等との連携、児童相談所の専門支援機能（法

的対応、医療連携、施設・里親との連携、困難ケース対応等）の確保 

・特別区職員研修所や周辺自治体との共同研修、大学や研究機関との連携、成

果発信などによる人材育成 

・法改正への対応や組織的な取組が必要なテーマについて、係や職種を横断し

たプロジェクトチームの設置・運営 

 

〇 こうした取組により、児童福祉司一人あたりのケース数は全国平均を下回って

いますが、ニーズのない状況から相談対応を進める困難性や、緊急性を要する

ケースも多く、超過勤務を含む職員への心身の負担は少なくありません。今後も、

時代の変化に対応し、児童相談所の運営を長期にわたって安定したものとし、子

どもの夢と希望を実現していくためには、専門人材の確保・育成、支援の質の向

上に資する取組をより進化させていく必要があります。 

   また、こうした専門性を区の関係部署や地域の関係機関等と共有し、地域全

体の子ども・家庭支援の対応力の強化を図ることが求められています。 

 

◎方向性 

〇 児童相談所の人材育成機能の更なる充実により、児童相談所が区の福祉行政

を支える人材の供給源となって地域全体の福祉の向上に貢献していきます。 

 

〇 児童相談所の各専門職の指導育成を行うスーパーバイザーや児童相談所長を

始めとする組織運営を担う管理職を計画的に養成し、児童相談所の運営を将来

にわたって安定したものとします。 

Ⅷ 
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〇 職員１人当たりのケース数や分担の最適化、支援者支援の充実、ＤＸによる業

務効率化とケースワークの質の向上により、児童相談所を誰もが安心して働け

る職場とし、より良い支援より良い住民サービスを実現していきます。 

 

〇 これらの取組や成果を積極的に発信し、進化させていくことで、中野区や区の

児童相談所で働くことの魅力を高め、人材確保・育成、地域福祉の向上の好循環

を生み出し、将来にわたって児童相談所の運営を安定させていきます。 

 

◎具体的な取組 

１ 人材育成の更なる充実 

〇 区では、児童相談所の開設に先立ち、児童相談業務に関わる職員を対象とし

た人材育成・研修計画を策定し、これに基づき、特別区職員研修所で実施される

法定研修の受講や外部機関による専門研修の受講を進めることで、職員の専門

性向上に取り組んでいます。 

各職員の保有資格や経験年数、研修の受講履歴については、データベースで

管理し、今後の人材育成や適切な任用配置に繋げられるようにしています。 

児童福祉分野では、法改正や制度変更が頻繁に行われ、国内外で最新の知見

や優れた実践の報告もされていますので、それらを踏まえて毎年計画を改訂し、

特別区職員研修所を含めて特別区間の連携やスケールメリットも生かしつつ、人

材育成の更なる充実を図っていきます。 

 

〇 上記計画に沿って、職員が新たな学びを得て、それらを実践に生かしてより良

い支援の実現を組織として後押ししていきます。若手や転職者・異動者について

も、それぞれの強みや経験を生かして即戦力として活躍できる機会を積極的に

作り、良い実践（グッドプラクティス）の共有を各種会議、組織運営上の取組の中

で実施し、チャレンジが成功するようサポートしていきます。 

 

〇 これらについて、区の関係部署はもちろんのこと、地域の関係機関にも積極的

に還元することで、中野区（児童相談所）の文化として定着・発展させていきます。

そして、今後の専門職のジョブローテーションなどにより、児童相談所が区の福

祉行政を支える人材の供給源や専門性向上の拠点となって、地域全体の福祉の

向上に貢献していきます。 
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２ 「中野区児童相談所運営基本方針」に基づく組織運営の推進 

〇 区では、児童相談所の開設にあたって、「中野区児童相談所運営基本方針」を

定め、これに基づく組織づくりと組織運営を行っており、今後も継続します。 

 

〇 また、法改正への対応や組織的な取組が必要なテーマについて、係や職種を横

断したプロジェクトチームを作り、若手や転職者、異動者を含めたメンバーの強

みや現場感覚を区の児童福祉行政や組織運営に活かす取組を進めます。 

 

〇 さらに、将来にわたって安定的な組織運営が可能となるよう、各職種の指導育

成に当たるスーパーバイザーや将来の児童相談所長候補となる管理職の養成を

計画的に進めていきます。 

 

３ より良い支援、より良い住民サービスの実現に向けた基盤整備 

〇 区では、児童相談所を誰もが安心して働ける魅力的な職場としたいと考えて

います。そのためには、職員１人当たりの担当ケース数や分担の最適化を図り、

子どもと家族に丁寧に関わることのできる時間を十分に確保することが重要と

考えています。法定基準に沿った人員配置を行うのはもちろんのこと、現場職員

を支える専門職の重点配置や伴走型の支援者支援の仕組みを充実させること

により、職員の負担を軽減しつつ、より良い支援の実現、ケースワークの質の向

上を目指します。 

 

〇 児童相談所の全職員を対象とした予防的なカウンセリングを定期的に実施す

るとともに、組織としてもトラウマインフォームドケアを導入し、子どもや家族は

もちろんのこと、職員にもサポーティブな組織としていきます。 

 

〇 最新の知見や高い技術を持つ民間事業者の協力を得て、児童相談所の業務全

体のＤＸやＡＩ活用を進めます。セキュリティに優れたモバイルシステムの一人一

台の導入、既存システムとの統合により、児童相談所職員の負担軽減を図るとと

もに、業務の合理化や質の向上により、子どもや家族に対する支援の充実を進

めていきます。 

 

〇 また、児童相談所がより身近な存在として、地域の子どもや大人が相談しやす

くなるよう、周知等の工夫を進めていきます。 
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４ 成果を発信し、好循環を生み出す 

〇 区では、児童相談所開設前から、日本こども虐待防止学会など、全国規模の学

会での発表を行っています。今後も、区の取組や成果を発信し、フィードバック

を得てより進化させていくことが重要と考えています。 

 

〇 これらを通じて、区や区の児童相談所で働くことの魅力を発信することで、児

童福祉分野で働くことを希望する方々から、選ばれる自治体、選ばれる職場と

なって、人材の確保・育成、地域全体の福祉の向上の好循環を生み出し、将来に

わたって児童相談所の運営や児童福祉行政を安定したものとしていきます。 

 

◎職員配置 

令和4年度（4月1日現在） 

児童相談所 配置数 

所長 １ 

副所長（一時保護所長兼務） １ 

事務 ７ 

児童福祉司 ２５ 

児童心理司 １３ 

保健師 １ 

会計年度任用職員、特別職非常勤 

（施設連携強化専門員、法的対応専門員等） 

 

２３ 

合計 ７１ 

 

一時保護所 配置数 

児童指導員 ２１ 

看護師 １ 

会計年度任用職員、特別職非常勤 

（心理療法担当職員、夜間指導員等） 

 

２９ 

合計 ５１ 
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令和5年度（4月1日現在） 

児童相談所 配置数 

所長 １ 

副所長（一時保護所長兼務） １ 

事務 ８ 

児童福祉司 ３０ 

児童心理司 １５ 

保健師  １ 

会計年度任用職員、特別職非常勤 

（施設連携強化専門員、法的対応専門員等） 

 

２４ 

合計 ８０ 

 

一時保護所 配置数 

児童指導員 ２１ 

看護師 １ 

会計年度任用職員、特別職非常勤 

（心理療法担当職員、夜間指導員等） 

 

３３ 

合計 ５５ 

 

〇上記は令和 4 年度及び５年度の中野区児童相談所の職員配置です。 

前述のとおり、国の配置基準に沿った職員配置を実現しています。今後も法令

に基づく適正な職員配置及び本計画に基づく質の高い支援を実現できる体制を

継続していきます。 
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第９章 社会的養護を担う施設の環境整備 

◎現状と課題 

〇 児童相談所が児童養護施設等に措置した子どもは７９人（令和５年度末時点）

でした。こうした施設は、東京都及び児童相談所を設置する特別区が広域で利

用しており、区が措置した子どもが入所する施設は都内各自治体に広範囲にわ

たっています。 

 

〇 都内の児童養護施設における小規模化・地域分散化の促進、家庭的な養育環

境（グループホーム等）での養育の推進は一定進んでおり、運営にかかる経費等

の一部は、該当施設に子どもを措置する自治体が負担し、広域でその体制を支

えています。 

 

〇 区内にある施設は、児童養護施設、乳児院各１か所です。区は、これらの施設の

所管自治体として、個別に必要な設備の整備等について相談に応じ、計画的に

対応していく必要があります。 

 

◎方向性・取組 

〇 児童相談所が措置する子どもが入所する施設の環境整備については、東京都

及び児童相談所を設置する特別区の広域連携により、協働した対応を進めます。 

 

〇 区内にある施設については、定期的に運営状況を把握するとともに、施設特性

や法改正の動きも踏まえた動向を確認し、所管自治体として、個別に必要な設

備の整備等について相談に応じ、計画的な支援等を実施します。 

 

Ⅸ 


